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1. はじめに

近年の貿易自由化の流れは，GATT/WTOの多国

間主義ではなく，自由貿易協定 (Free Trade Agree-

ment:FTA)や関税同盟など，限られた国々の間での

自由化を図る地域主義へと進んでいる．こうした現

状の理論的説明を試みる研究も行われるようになっ

た1)．Furusawa and Konishi(2007)は，多国間の貿

易協定をネットワークとして捉え，リンクフォーメー

ションゲームの枠組みで分析を行い，全てのペアで

協定を結ぶ状態が一意的，かつ安定的な均衡状態で

あることを示している．しかし，この結論は，昨今急

増している地域貿易協定の合理性を説明できていな

い．本研究では，Furusawa and Konishi(2007)では

考慮されていない交通インフラ整備を導入し，貿易

自由化との関係性に着目する．　国際交通インフラ

の分権的供給問題に関しては既に研究が行われてい

る．Mun(2006)は，国際間交通インフラが過小供給

になることを示し，援助政策によりパレート改善が

起こる可能性があることを明らかにした3)．しかし，

貿易自由化については考慮されていない．本研究の

動機に最も近い既存研究として，Bond(2007)があげ

られる．Bond(2007)は，交通インフラ整備と貿易自

由化の関係について分析しているものの，部分均衡

の枠組みにおける限定的な分析に留まっている4)．

本研究は，Furusawa and Konishi(2007)の提案す

る一般均衡モデルを拡張し，FTAが各国の交通イン

フラ整備水準に与える影響について分析する．その
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際に，各国政府が置かれる戦略的状況を２段階ゲー

ムを用いて表現する．具体的には，第1段階におい

て，各国は自国の交通インフラ整備水準を決定する．

第2段階において，各国は他国とFTAを締結するか

否かを決定する．

2. 貿易モデル

(1) モデル化の前提条件

n(> 2)国によって構成される経済を想定する．各

国には同質の消費者が存在し，基準財と水平的に差

別化された財を消費する．ここで，差別化された財

は工業財を意味し，インデックス! 2 [0; 1]で表され

るとする．各工業財!は，ただ一つの企業!によって

生産される．企業!は，各国の（分断的な）市場にお

いて他の企業と価格競争を行う．各企業は当該国の

すべての消費者に平等に所有され，企業利潤は家計

に等しく分配される．一方，基準財は完全競争的で

ある．各消費者は l単位の労働を保有し，工業財，基

準財の生産に用いられる．労働1単位につき1単位の

基準財を生産するため，賃金率は1となる．工業財

は規模に関して収穫一定の技術で生産される．ここ

では，一般性を失わずに，各工業財1単位の生産に要

する労働が0単位であると基準化する．なお，別の解

釈をすれば，各消費者は l単位の基準財を保有してお

り，基準財は線形の技術によって工業財へと転換する

ことができる．

i国の消費者数をñiと表し，総人口を1と基準化す

る (
Pn
k=1ñ

k = 1)．また，i国の企業数を siと表せば，
Pn
k=1 s

k = 1が成立する．i国では si種類の工業財が

生産され，世界各国で消費される．市場が分断され

ているため，企業はそれぞれの国において異なる価

格を設定することができる．各国の工業化の水準を

表す指数íi ë si=ñiを定義しよう．íiが大きければ，



その国の工業化のレベルが高いことを表す．i国は，

j国で生産された工業財の輸入量に応じて関税 tijを課

す．最恵国待遇原則に従い，i国は，FTAを締結した

国以外の全ての国に対して同水準の関税を課すもの

とする．ただし，基準財は非課税とし，貿易収支を

バランスするように国際間で取引される．また，物

品税は存在しない (tii = 0)．関税収入は，自国の消費

者に等しく分配される．

(2) 消費者需要

代表的消費者の効用を準線形効用関数を用いて，

U(q; q0) =
Z 1

0
q(!)d! Ä 1Äõ

2

Z 1

0
q(!)2d!

Äõ
2

î

Z 1

0
q(!)d!

ï2

+ q0 (1)

と表現する5)．ただし，q : [0; 1]!R+は積分可能な

消費関数を，q0は基準財の消費水準を表す．õは工業

財の代替性を表すパラメータであり，õ = 0のとき

各財は互いに独立であり，õ = 1のとき完全代替と

なる．また，õ < 1の範囲において，消費者は工業

財の多様性を選好する．yを消費者の所得とすれば，

予算制約式

y =
Z 1

0
~p(!)q(!)d! + q0 (2)

が成立する．ただし，~p : [0; 1] ! R+は工業財の価

格を表す．消費者の効用最大化問題の一階条件より，

逆需要関数

~p(!) = 1Ä (1Äõ)q(!)Äõ
Z 1

0
q(!0)d!0(3)

を得る．式 (3)の両辺を! 2 [0; 1]について積分すれ

ば，
Z 1

0
q(!)d! = 1Ä ~P

となる．ただし，~P =
R 1
0 ~p(!)d!．上式を一階条件へ

代入すれば，需要関数

q(!) =
1

1Äõ

î

1Ä ~p(!)Äõ(1Ä ~P )

ï

(4)

が得られる．

(3) 均衡

関税，および財の輸送費用を考慮すれば，i国の需

要関数は次式で与えられる．

qi(!) =
1

1Äõ

î

1Ä pi(!)Ä tik Äûik(mi;mk)

Äõ(1Ä ~P i)

ï

(5)

ただし，ûik(mi;mk)は，i; k国間の財の輸送費用を

表し，各国の交通インフラの整備水準mj (j = i; k)

の関数である．ただし，ûik(mi;mk) = û
k
i (mk;mi)が

成立するものとする．

一方，k国の企業!の利潤関数は，

ô(!) =
n
X

i=1

ñipi(!)qi(!) (6)

である．利潤最大化の一階条件より，財!の価格は，

pi(!) =
1

2

h

1Ä tik Äûik(mi;mk)Äõ(1Ä ~P i)
i

(7)

となる．さらに，i国の平均消費価格は，以下の通り

である．

~P i =
n
X

k=1

skfpi + tik +ûik(mi;mk)g

=
1

2

î

1 + ti +û
i Äõ(1Ä ~P i)

ï

(8)

ただし，ti ëPn
k=1 s

ktik,û
i ëPn

k=1 s
kûik(mi;mk)で

ある．したがって，上式を解けば，i国における平均

消費価格 ~P iは，

~P i =
1Äõ+ ti +ûi

2Äõ 　 (9)

となる．式 (9)を式 (7)へ代入すれば，i国市場におけ

るk国の企業が生産する財に関する均衡生産者価格

pikが，i国の関税ベクトルti = (ti1;ÅÅÅ; tin)，および

輸送費用ベクトルûi = (ûi1(Å);ÅÅÅ; ûin(Å))（各国の交

通インフラ投資水準 (mi;mk)を省略して (Å)と記す）

の関数として表されることが明らかになる．

pik(t
i;ûi) =

1Äõ
2ÄõÄ

1

2
ftik +ûik(mi;mk)g

+
õ

2(2Äõ)(t
i +û

i
) (10)

このとき，i国における代表的消費者のk国で生産

される財に対する需要 qikは，

qik(t
i;ûi) =

1

2ÄõÄ
1

2(1Äõ)ft
i
k +û

i
k(mi;mk)g

+
õ

2(1Äõ)(2Äõ)(t
i +û

i
) (11)

となる．このとき，均衡価格と需要の間に以下の関

係が成立している．

qik(t
i;ûi) = (1Äõ)qik(ti;ûi) (12)

(4) 社会厚生

世界全体における関税ベクトルt = (t1;ÅÅÅ; tn)，
輸送費用ベクトルû= (û1;ÅÅÅ;ûn)の下で，i国の各

企業の利潤は次式のようになる．

ôi(t;û) =
n
X

k=1

ñkpki (t
k;ûk)qki (t

k;ûk)

=
n
X

k=1

ñk(1Äõ)qki (tk;ûk)2 (13)



また，i国の消費者一人当たりの関税収入は，

T i(ti;ûi) =
n
X

k=1

tiks
kqik(t

i;ûi) (14)

となる．i国における代表的消費者の所得は，労働収

入と関税収入の分配，i国企業からの配当収入の和か

ら交通インフラ整備費用Cの一人当たりの負担分（

一括税）を差し引いた値であり，次のように表され

る．

y = l + T i(ti) +
sjôi(t)

ñi
Ä C(mi)

ñi
(15)

以上より，式 (2)より i国における代表的消費者の基

準財の需要は次式で表される．

qi0(t;û) = l + T i(ti;ûi) +
sjôi(t;û)

ñi
Ä C(mi)

ñi

Ä
n
X

k=1

sk[pik(t
i;ûi) + tik +û

i
k]q

i
k(t

i;ûi)

= l Ä
X

k6=i
skpik(t

i;ûi)qik(t
i;ûi)

+
si

ñi
X

k6=i
ñk[pki (t

k;ûk)qki (t
k;ûk)Ä C(mi)

ñi
(16)

ただし，k国で生産される財!について，qi(!) =

qik(t
i;ûi)が成り立つ．以上より，工業財の需要（式

(5）)，基準財の需要（式 (16)）を効用関数 (1)に代入

することにより，i国における代表的消費者の間接効

用関数が得られる．これは，i国における消費者一人

当たりの社会厚生とみなすことができる．

W i(t;û;mi) ë U(qik(ti;ûi)k2N ; qi0(t;û))Ä
C(mi)

ñi

= V i(ti;ûi) +Xi(tÄi;ûÄi)ÄM i(ti;ûi)

ÄC(mi)
ñi

; (17)

where

V i(ti;ûi) ë U(qik(ti;ûi)k2N ; l) (18)

M i(ti;ûi) ë
X

k6=i
skpik(t

i;ûi)qik(t
i;ûi)

=
X

k6=i
(1Äõ)skqik(ti;ûi)2 (19)

Xi(tÄi;ûÄi) ë si

ñi
X

k6=i
ñk[pki (t

k;ûk)qki (t
k;ûk)

=
si

ñi
X

k6=i
(1Äõ)ñkqki (tk;ûk)2 (20)

なお，

3. 2段階ゲーム

(1) 状況設定

本研究の目的は，自由貿易協定（FTA）が交通イ

ンフラ整備水準に与える影響を分析することである．

各国政府は，戦略として i)自国の交通インフラ整備

水準を決定し，その上で ii)自由貿易協定を結ぶか否

かを決定する．以下では，簡単化のためn = 2とす

る．各国は交通インフラの改善を行うか (mi = 1)，

否か (mi = 0)のみを決定するものとする．両国が改

善を行う場合をCase 1，一方の国のみが改善を行う

場合をCase 2，両国とも改善を行わない場合をCase

3と呼ぶ．輸送費用は，Case 1のときû(1; 1) = é2T，

Case 2のときû(1; 0) = û(0; 1) = éT，Case 3のとき

û(0; 0) = Tと表される．交通インフラの改善に要す

る費用をC(1) = C，C(0) = 0とする．なお，õ= 0

とし，各国で生産される工業財に代替性はないもの

と仮定する．さらに，FTAが締結されない場合，各

国は同一の関税水準 tji = t(< 1) 8i; j(i 6= j)を設定

する．このとき，前章で定式化した貿易モデルの均

衡解は，以下のように書き換えることができる．

V i(ti;ûi) = siv(0; û)

+sjfòv(0; û) + (1Äò)v(t;û) + l (21)

M i(ti;ûi) = òsjp(0; û)q(0; û)

+(1Äò)sjp(t; û)q(t; û) (22)

Xi(tÄi;ûÄi) =
si

ñi

î

òñjp(0; û)q(0; û)

+(1Äò)ñjp(t;û)q(t; û)
ï

(23)

p(t; û) = q(t; û) =
1Ä tÄû

2
(24)

v(t; û)
(1Ä tÄû)(3 + t+û)

8
(25)

p(t; û)q(t; û) =
(1Ä tÄû)2

4
(26)

(2) FTA締結条件

第２段階においては，第１段階で各国の交通イン

フラ改善の有無が既に確定しており，交通インフラ

の改善費用Cはサンクしている．

輸送費用ベクトルûの下で，i国が j国とFTAを締

結した場合の厚生変化ÅU iは，

ÅU i(t;û) ë U i(t;ûjò= 1)Ä U i(t;ûjò= 0)
= sjfv(0; û)Ä v(t; û)g

+
siñj

ñi
fp(0; û)q(0; û)Ä p(t; û)q(t; û)g

Äsjfp(0; û)q(0; û)Ä p(t; û)q(t; û)g(27)
と表される．式 (24)-(26)より，i国がFTAを締結す

るインセンティブを有する条件ÅU i(t;û) ï 0は，次



のように整理される．
íj

íi
î 4û+ 2Ä 2t
2û+ 1Ä 3t (28)

一方，j国が i国とFTAを締結するインセンティブを

有する条件ÅU j(t;û) ï 0は，式 (28)の対称的に表

現できる．したがって，i国と j国間でFTAが成立す

る条件は，

Çij(û) î
íj

íi
î Çij(û) (29)

ただし，Çij(û) ë (4û+ 2 Ä 2t)=(2û+ 1 Ä 3t)，
Çij(û) = Çij(û)

Ä1である．ここで，Çij(û); Çij(û)

を輸送費用ûで微分することにより，@Çij(û)=@û<

0, @Çij(û)=@û> 0を得る．すなわち，交通インフラ

の改善によって，FTAが締結される領域が広がるこ

とがわかる．したがって，各Caseにおける閾値の関

係として，以下の不等式を得る．

Çij(é
2T ) < Çij(éT ) < Çij(T ) < 1

< Çij(T ) < Çij(éT ) < Çij(é
2T ) (30)

(3) 交通インフラ改善の条件

続いて，第１段階における各国の交通インフラ改善

に関する決定を考察する．以下では，íj=íi > 1を仮

定する．式 (30)より，以下に示す領域毎に，両国と

も交通インフラ改善を行うこと（Case1）がNash均

衡となる条件を明らかにする．

i)領域A：1 < íj=íi < Çij(T ) 領域Aでは，第１段

階の交通インフラ改善の有無に依らず，第２段階に

おいてFTAが締結される．このとき，Case1がNash

均衡となる条件は，以下のようになる．

W i
ò=1(1; 1) > W

i
ò=1(0; 1) 8i (31)

ii)領域B：Çij(T ) < íj=íi < Çij(éT )

領域Bでは，第１段階で両国とも交通インフラ

改善を行わなかった場合を除き，第２段階において

FTAが締結される．このとき，Case1がNash均衡と

なる条件は，条件 (31)と同様となる．

iii)領域C：Çij(éT ) < íj=íi < Çij(é2T )

領域Cでは，第１段階で両国とも交通インフラ改

善を行った場合のみ，第２段階においてFTAが締結

される．Case1がNash均衡となる条件は，以下のよ

うになる．

W i
ò=1(1; 1) > W

i
ò=0(0; 1) 8i (32)

iv)領域D：Çij(é2T ) < íj=íi

領域Dでは，第１段階の交通インフラ改善の有無

に依らず，第２段階においてFTAが締結されない．

W i
ò=0(1; 1) > W

i
ò=0(0; 1) 8i (33)

なお，条件 (33)は，FTAが存在しない場合において，

Case1がNash均衡となる条件と等しい．

これらの均衡条件を整理することにより，交通イ

ンフラ整備の均衡解の性質について分析することが

可能である．

4. おわりに

本研究では，貿易自由化と交通インフラ整備の関

係に着目し，各国政府による交通インフラ整備を明

示的に考慮した一般均衡モデルを定式化した．なお，

本稿では，紙面の都合上モデルの定式化を中心に掲

載した．詳細な分析結果とその考察については，講

演時に述べたい．
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